韓国強制併合100年に関する資料Ⅰ
韓国強制併合100年　日本キリスト教協議会・韓国基督教教会協議会 共同声明書
　日本キリスト教協議会（NCCJ）と韓国基督教教会協議会（NCCK）は、日本帝国による強制併合100年を迎えるに当り、ここに共同声明を発表する。この100年間、神が苦難の歴史を歩む私たちを守られ、導かれたことに感謝する。両国の教会は、過去100年の歴史において神のみこころに忠実に従うことができず、宣教的な使命を担いきれなかった罪を悔い、私たちは主に赦しを請い願う。ここに不幸であった過去の歴史を顧みつつ、神の約束なさった未来を拓くために、今日、私たちが担うべき課題について確認したいと思う。
　1910年、日本帝国は武力によって「大韓帝国」を強制併合し、その後、植民地時代には、朝鮮半島において様々な形での抑圧と搾取に明け暮れ、さらに戦争を行って、朝鮮半島の住民たちを深い苦痛へと追いやった。このような植民地支配の結果、朝鮮半島は1945年の解放と同時に分断され、ついには1950年に朝鮮戦争が勃発することとなった。日本が朝鮮戦争を経済復興と更なる成長の決定的な契機として用いたのであった。このように、日本は朝鮮半島分断の原因となると共に、朝鮮半島分断により恩恵を蒙った。しかし、日本は現在に至るまで、植民地時代の過去の歴史について真実を明らかにすることさえしておらず、その苦しみを癒すための真摯な努力もしていない。さらに朝鮮半島の分断状況を、自国の再軍備と軍国主義路線復活の大義名分として利用している昨今の状況を深く憂慮するものである。両国の教会は日韓間の不幸な歴史を清算し、望ましい関係の構築を希求し、共に努力を重ねてきた。
　特に韓国の教会は、日本の教会が植民地支配と戦争責任について、心からの謝罪と告白を継承してきたこれまでの歩みを高く評価する。1967年、日本基督教団が、「わたくしどもの祖国が罪を犯したとき、わたくしどもの教会もまたその罪におちいりました。わたくしどもは『見張り』の使命をないがしろにしました」と懺悔する「第２次世界大戦下における日本基督教団の責任についての告白」を公表した。また、1995年日本キリスト教協議会（NCCJ）は議長声明「戦後５０年」のときに当たって」、並びに「日本の戦争責任と戦争責任に関する日本キリスト教協議会声明」を発表し、「日本におけるキリスト教界から国会への要望書」を提出した。さらに、多くの日本の教会が過去の植民地支配と戦争について罪と責任があることを告白した。日本の教会はこの告白を通じ、「新しい天皇制国家が装われつつある状況の中で、主イエス・キリストのみが教会と世界の主であるという教会本来の告白に立ち、ふたたびそのあやまちをくりかえすことがないように」決議し、「韓国・朝鮮にある諸教会、また在日韓国・朝鮮の主にある兄弟姉妹との和解と新たな交わりが与えられることを祈り求め
　日本のキリスト者は、植民地支配の中にあって、日本帝国の統治に抗し、迫害されつつも純粋に信仰を守り、民族的な責任を担おうと努力した、当時の「朝鮮」教会信徒たちの苦難に敬意を表する。しかし、両国の教会が日本の植民地支配の末期に神社参拝を公に決議し、その結果として侵略戦争に同調した罪、植民地支配による過去の痛みを克服し癒すために積極的に取り組むことが出来なかったことを告白しつつ、神の赦しを切に願うものである。 
　私たち日本と韓国の両教会は、このような植民地時代に対する罪責告白に基づいて過去の歴史的な真実を絶えず明らかにし、共に確認し合った罪を告白し、心新たに和解と平和の新しい未来を共に拓いていくことを誓う。 
　強制併合100年を迎え、過去の歴史を清算し、新しい歴史を作るために、以下の事項をそれぞれの政府に求め、その実現を目指して、祈りかつ努力する。 
１．日本帝国による100年前の強制併合は、武力の脅迫によって調印された条約に基づく不法な行為だった。日本と韓国の国会が、「1910年の日韓併合条約」が無効であり、35年間の植民地支配が不法であって、その期間中、朝鮮半島において起こった独立運動に対する植民地下の法による処罰が全面的に「人道主義に反する植民地犯罪」であったことを確認し、決議すること。 
２．日本政府は、35年にわたる植民地支配の間、朝鮮半島に経済的な収奪を行って国民の生活の窮乏化をもたらし、その結果多くの人々やその子孫たちを、中国、ロシア、日本などに移住させるという苦痛を負わせたことを認めること。また、このために今でも日本に住んでいる者とその子孫に完全な永住権を保証し、民族的な少数者としての法的地位と権利を保障すること。 
３．植民地時代の過去の歴史に関して、未解決のまま残されている「具体的な被害者個々人に対する補償の問題」に関し、日・韓両国が個人の損害補償請求権を明確に認め、1965年の「日・韓基本条約」を改正すること。日本政府は、被害者の個々人が補償されるよう国内の関連諸法を制定すること。たとえば、日本軍「慰安婦」被害者、女子勤労挺身隊、韓国人原爆被害者、強制徴用、強制徴兵等に関わる被害者たちの権利の救済等である。これらの人々に権利があることを認めその権利回復のため、両国政府の合意の下に、「朝鮮半島の植民地犯罪に関する真実と和解委員会」（仮称）を設置し、その推進をはかること。 
４．朝鮮半島の分断と戦争に、日本が今も歴史的な責任を負うがゆえに、日本政府は朝鮮半島における和解と平和、統一の実現のために積極的に支援し、協力すること。特に、日本・北朝鮮間の直接対話を進め、両国間の基本条約を締結して、植民地支配に対する賠償を行い、外交関係を樹立するために努力すること。 
５．韓国政府は、過去の植民地支配の最終的な結果が分断であったことを明確に認識し、分断状況を解消するために積極的に努力をすること。そのために、韓国政府は冷戦日本のような政策を捨て、北朝鮮との対話と交流の機会を増やし、朝鮮半島を平和にし一つの国になることを目指すこと。 
６．私たちは、過去に対する明確な歴史認識に立たない限りこれらの要請の実現がありえないことを強調する。わたしたちは過去の歴史を歪曲しようとするすべての公的・私的行為を糾弾し、両国の政府が植民地時代の歴史を誰もが認める形で共有することを求める。過去の痛みを記憶する私たちは、日本が過去の軍国主義の路線を再び辿ることを案じている。日本が、平和を志向する国としての体制を確立し、韓国と共に東北アジアに平和を確立し増進させるため重要な役割を担うことを期待する。
　韓国強制併合100年を迎えた今、日本と韓国が過去の歴史を清算し、協力、共生の未来を拓くことが出来るよう日韓の両国教会は神に切に願う。私たちはこれらのことが、神に従う信仰の道であることを確認し、この使命を担いうるものとなれるよう、神が導かれ、助けられることを祈り願うものである。 
2010年８月15日　　　　　　　　　　日本キリスト教協議会NCCJ
　　　　　　　　　　　　　　　　　韓国基督教教会協議会NCCK
資料Ⅱ
「日韓併合100年」首相談話　　　2010年８月10日
　本年は日韓関係にとって大きな節目の年だ。ちょうど100年前の８月、日韓併合条約が締結され、以後36年に及ぶ植民地支配が始まった。三・一独立運動などの激しい抵抗にも示されたとおり、政治的・軍事的背景の下、当時の韓国の人々は、その意に反して行われた植民地支配によって、国と文化を奪われ、民族の誇りを深く傷つけられた。
　私は歴史に対して誠実に向き合いたいと思う。歴史の事実を直視する勇気とそれを受け止める謙虚さを持ち、自らの過ちを省みることに率直でありたいと思う。痛みを与えた側は忘れやすく、与えられた側はそれを容易に忘れることは出来ないものだ。この植民地支配がもたらした多大の損害と苦痛に対し、ここに改めて痛切な反省と心からのおわびの気持ちを表明する。
　このような認識の下、これからの100年を見据え、未来志向の日韓関係を構築していく。また、これまで行ってきたいわゆる在サハリン韓国人支援、朝鮮半島出身者の遺骨返還支援といった人道的な協力を今後とも誠実に実施していく。さらに日本が統治していた期間に朝鮮総督府を経由してもたらされ、日本政府が保管している朝鮮王室儀軌などの朝鮮半島由来の貴重な図書について、韓国の人々の期待に応えて近くこれらをお渡ししたいと思う。
　日本と韓国は2000年来の活発な文化の交流や人の往来を通じ、世界に誇る素晴らしい文化と伝統を深く共有している。さらに、今日の両国の交流は極めて重層的かつ広範多岐にわたり、両国の国民が互いに抱く親近感と友情はかつてないほど強くなっている。また、両国の経済関係や人的交流の規模は国交正常化以来飛躍的に拡大し、互いに切磋琢磨（せっさたくま）しながら、その結び付きは極めて強固なものとなっている。
　日韓両国は今この21世紀において、民主主義や自由、市場経済といった価値を共有する最も重要で緊密な隣国同士となっている。それは、２国間関係にとどまらず、将来の東アジア共同体の構築をも念頭に置いたこの地域の平和と安定、世界経済の成長と発展、そして核軍縮や気候変動、貧困や平和構築といった地球規模の課題まで、幅広く地域と世界の平和と繁栄のために協力してリーダーシップを発揮するパートナーの関係だ。
　私はこの大きな歴史の節目に、日韓両国のきずながより深く、より固いものとなることを強く希求するとともに、両国間の未来をひらくために不断の努力を惜しまない決意を表明する。
資料Ⅲ
村山内閣総理大臣談話
「戦後50周年の終戦記念日にあたって」　　平成７年８月15日
　先の大戦が終わりを告げてから、50年の歳月が流れました。今、あらためて、あの戦争によって犠牲となられた内外の多くの人々に思いを馳せるとき、万感胸に迫るものがあります。
　敗戦後、日本は、あの焼け野原から、幾多の困難を乗りこえて、今日の平和と繁栄を築いてまいりました。このことは私たちの誇りであり、そのために注がれた国民の皆様1人1人の英知とたゆみない努力に、私は心から敬意の念を表わすものであります。ここに至るまで、米国をはじめ、世界の国々から寄せられた支援と協力に対し、あらためて深甚な謝意を表明いたします。また、アジア太平洋近隣諸国、米国、さらには欧州諸国との間に今日のような友好関係を築き上げるに至ったことを、心から喜びたいと思います。
　平和で豊かな日本となった今日、私たちはややもすればこの平和の尊さ、有難さを忘れがちになります。私たちは過去のあやまちを2度と繰り返すことのないよう、戦争の悲惨さを若い世代に語り伝えていかなければなりません。とくに近隣諸国の人々と手を携えて、アジア太平洋地域ひいては世界の平和を確かなものとしていくためには、なによりも、これらの諸国との間に深い理解と信頼にもとづいた関係を培っていくことが不可欠と考えます。政府は、この考えにもとづき、特に近現代における日本と近隣アジア諸国との関係にかかわる歴史研究を支援し、各国との交流の飛躍的な拡大をはかるために、この2つを柱とした平和友好交流事業を展開しております。また、現在取り組んでいる戦後処理問題についても、わが国とこれらの国々との信頼関係を一層強化するため、私は、ひき続き誠実に対応してまいります。
　いま、戦後50周年の節目に当たり、われわれが銘記すべきことは、来し方を訪ねて歴史の教訓に学び、未来を望んで、人類社会の平和と繁栄への道を誤らないことであります。
　わが国は、遠くない過去の一時期、国策を誤り、戦争への道を歩んで国民を存亡の危機に陥れ、植民地支配と侵略によって、多くの国々、とりわけアジア諸国の人々に対して多大の損害と苦痛を与えました。私は、未来に誤ち無からしめんとするが故に、疑うべくもないこの歴史の事実を謙虚に受け止め、ここにあらためて痛切な反省の意を表し、心からのお詫びの気持ちを表明いたします。また、この歴史がもたらした内外すべての犠牲者に深い哀悼の念を捧げます。
　敗戦の日から50周年を迎えた今日、わが国は、深い反省に立ち、独善的なナショナリズムを排し、責任ある国際社会の一員として国際協調を促進し、それを通じて、平和の理念と民主主義とを押し広めていかなければなりません。同時に、わが国は、唯一の被爆国としての体験を踏まえて、核兵器の究極の廃絶を目指し、核不拡散体制の強化など、国際的な軍縮を積極的に推進していくことが肝要であります。これこそ、過去に対するつぐないとなり、犠牲となられた方々の御霊を鎮めるゆえんとなると、私は信じております。
　「杖るは信に如くは莫し」と申します。この記念すべき時に当たり、信義を施政の根幹とすることを内外に表明し、私の誓いの言葉といたします。
